
再生医療等提供計画の審議に関する記録 

「認定再生医療等委員会東京議事録」 

 

＜開催日時＞ 2024（令和 6）年 6月 20日（木）18時 00分～19時 00分 

＜開催場所＞ Web会議にて開催 

＜出席委員＞ 

出

欠 

*1  

氏名 

構成

要件 

*2 

所属および役職 
性

別 

委員会

設置者

との利

害関係 

○ 林   衆治 a 
一般財団法人グローバルヘルスケア財団 理事長 

医療法人財団檜扇会 理事長 
男 有 

× 宮田  俊男 a 
早稲田大学 先端医療医科学センター 教授 

医療法人社団 DEN みいクリニック 院長 
男 無 

○ 清水千佳子 a 

国立国際医療研究センター病院 乳腺・腫瘍内科 診療科長 

がん総合診療センター 副センター長 

患者サポートセンターがん相談支援センター センター長 

女 無 

○ 竹内  康二 b 弁護士 さくら共同法律事務所 シニアパートナー 男 無 

× 橳島  次郎 b 生命倫理政策研究会 共同代表 男 無 

○ 跡見  順子 c 

帝京大学先端総合研究機構 オープンイノベーション部門 

卵殻膜細胞身体ダイナミクス健康科学寄付講座 特任教授 

東京農工大学 客員教授，東京大学 名誉教授 

女 無 

〇 池内  真志 c 
東京医科歯科大学 生体材料工学研究所 生体機能修復研

究部門 バイオデザイン分野 教授 
男 無 

× 幸田  正孝 c 一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 顧問 男 有 

○

☆ 
竹内  正弘 c 東京大学大学院 数理科学研究科 特任教授 男 有 

○ 中西  一義 c 日本大学医学部 整形外科学系 整形外科学分野 主任教授 男 無 

○ 林  依里子 c 

一般財団法人 グローバルヘルスケア財団 評議員 

特定非営利活動法人 先端医療推進機構 副理事長 

ロンドン大学（英国） 客員教授 

女 有 

× 堀江   裕 c 
藤田医科大学 保健衛生学部長 

元 厚生労働省 東海北陸厚生局長 
男 無 

× 李   小康 c 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター RI 管理室 

室長，免疫アレルギー・感染研究部移植免疫研究室 室長

（兼任） 

男 無 

*1 ◯出席, ☓欠席, ☆委員長 

*2 認定再生医療等委員会構成要件 

a. 再生医療等について，十分な科学的知見及び医療上の知識を有する者を含む2名以上の医学又は

医療の専門家（ただし所属機関が同一でないものが含まれ，かつ，少なくとも1名は医師又は歯



科医師であること） 

b. 医学又は医療分野における人権の尊重に関して理解のある法律に関する専門家又は生命倫理に関

する識見を有する者 

c. 前２号に掲げる者以外の一般の立場の者 

※陪席者 

石原  守（特定非営利活動法人 先端医療推進機構 事務局） 

 

＜審議要旨＞ 

事務局より，利益相反および会議の出席を確認の上，委員会の成立要件を満たしていることが報

告された。 

＃1 【定期報告（第三種・治療）】 

再 生 医 療 等 提 供 機 関 地方独立行政法人 総合病院国保旭中央病院 

再生医療等提供機関管理者 野村 幸博 

再 生 医 療 等 の 名 称 口腔外科領域における PRF（Platelet-rich Fibrin：濃縮血小板フィ 

ブリン）と AFG（Autologous Fibrinogen Glue:自己フィブリン糊） 

を用いた骨再生治療 

計 画 番 号 PC3160091 

事 務 局 受 領 日 2024年6月7日 

提供計画厚生局提出日 2016年6月7日 

定 期 報 告 対 象 期 間 2023年6月7日～2024年6月6日 

議 決 不 参 加 － 

事務局より定期報告書について説明が行われ，審査資料に基づく内容確認後審議が行われた。留意

すべき事項，改善すべき事項等の意見はなく，全会一致にて提供計画の継続を「適」とした。    

＃2 【定期報告（第三種・治療）】 

再 生 医 療 等 提 供 機 関 医療法人社団 山手クリニック  

再生医療等提供機関管理者 服部 幹彦 

再 生 医 療 等 の 名 称 創傷治療における多血小板血漿療法（PRP）による治療（筋，腱，皮 

膚への投与）  

計 画 番 号 PC3151123 

事 務 局 受 領 日 2024年5月3日 

提供計画厚生局提出日 2016年2月8日 

定 期 報 告 対 象 期 間 2023年2月9日～2024年2月8日 

議 決 不 参 加 － 

事務局より定期報告書について説明が行われ，審査資料に基づく内容確認後審議が行われた。留意

すべき事項，改善すべき事項等の意見はなく，全会一致にて提供計画の継続を「適」とした。    

 

以上 


